



























A Consideration of Large Store Regulations in Hamamatsu City and Shizuoka City









Some local authorities regulate large store business in Japan. The types of regulations are as follows ;①zoning, ②obligatory contri-
butions to the area near large store site, ③integrated regulation of a larger region, and ④others.
This paper treats large store regulations by zoning in Hamamatsu City and Shizuoka City. It examines the process to create the zon-
ing, the purpose of the regulations, and the way and its reason of the zoning.
These examinations shed some light on the difficulties of zoning as large store regulations. The regulaions for store size are main
point of the issue, because local authority has to make land owners accept the zoning, although the effectiveness has not been proven
yet.







































































































































































































































































































































































































































































































































































静 岡 市 の 場 合，８０００m２，５０００m２，３０００m２，
１０００m２の４種類とより小規模な基準で細かく面
積を分けているのが特徴となっている。
都市計画法との関連でより詳しく両者のゾーニ
ングをみてみたい。浜松市では，用途地域の商業
地域では地域拠点ゾーンに指定された場合に２万
m２以下，近隣商業地域では広域集客ゾーンの場
合２万m２以下，地域拠点ゾーン（幹線道路沿い
は２万m２），生活圏密着ゾーン，観光地型商業集
積ゾーンの場合１万m２以下となり，準工業地域
は特別用途地区の適用により原則として１万m２
超の立地は不可能となっているが，広域集客ゾー
ンは１万m２以下，生活圏密着ゾーンとゾーン分
けされていないその他の地域は５０００m２（幹線道
路沿いは１万m２以下）となっている。工業地域，
準住居地域，第２種住居地域の広域集客ゾーンは
１万m２以下，地域拠点ゾーン，生活圏密着ゾー
ン，その他の地域は５０００m２（幹線道路沿いは１
万m２以下）となる。
静岡市の場合，用途地域との関係は明らかでな
いが，地域拠点型商業環境形成ゾーンは５０００m２
（幹線道路沿いは８０００m２），特化型商業環境形成
ゾーンは３０００m２（幹線道路沿いは５０００m２），近
隣生活型商業環境形成ゾーンと生活型商業環境形
成ゾーンは１０００m２（幹線道路沿いは５０００m２，
ただし国道１号線沿線は８０００m２）となっている。
５―２. 両市の出店―土地利用規制に対する考え方
の違い
静岡市の厳しくかつ細かな基準面積の刻みは，
地域の小規模商業施設を守るという観点が現れた
ものであろうと推測される。
浜松市の場合，都市計画法による規制特に
２００６年（平成１８年）の改正により行われた，商
業地域，近隣商業地域，準工業地域の３用途地域
以外では１万m２超の大規模集客施設を原則とし
て認めないという規制に沿った形でそれに追加す
る形で行われていることが分かる。まさに例外的
な大規模集客施設の立地を規制するためのものと
いえよう。しかも大規模集客施設を規制対象とし
ていることから，都市計画法の延長としての規制
という性格をもつものといえる。
浜松市では，より細かな基準面積の設定につい
ても懐疑的な立場をとっている。つまり例えば
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１０００m２という基準面積で規制をしても現実にそ
の周辺の既存の商業集積が守られるとは限らず，
近隣商業のある程度の淘汰はやむを得ないものと
考えているようである。むしろ厳しい規制によっ
て出店業者から敬遠されれば，商業施設の新陳代
謝が停滞しマイナスの影響が大きいとも考えられ
るということであろう。
浜松市の規制においてもっとも問題となったの
は，基準面積の曖昧さであったという。例えば
５０００m２以下という形で出店規制を加えれば，そ
れ以降はその規模を超える店舗間では競争が消滅
してしまい既存店保護として作用してしまう。ま
た現状では，大規模商業施設用地として活用され
てきた１万m２を超える繊維系の工場跡地が今で
は出尽くしてしまっていることがある。こうした
点から，規制緩和という社会の動きの中でコンパ
クトシティを実現するために出店規制を加えるこ
とには，困難があるということになる。
これに対して，静岡市の場合は，規制対象を小
売業つまり物販にのみ絞り込んでいるが，これは
経済産業省から留意事項として指摘された結果だ
という。つまり買い物環境を謳っている以上，
日々の買い物に関する店舗に限られるわけであり，
買い物以外の諸活動も含むのであれば，別制度に
するべきという見解である。そのため，それ以外
の，都市計画法で対応可能な案件については，都
市計画法に委ねることとなった。
６． まとめにかえて
単なる大規模店舗規制に立地的要素を加えた
ゾーニング規制は，大規模小売店舗法の時期から
一部の論者によって，都市商業を考える観点から
推奨されてきた制度である。そのようなこともあ
り，国レベルでの都市計画法，地方自治体レベル
でのゾーニング規制が今日実施されるようになっ
てきたのであろう。
しかし個々具体的な地域を考えた場合，どのよ
うな形でのゾーニング規制が好ましいかは，浜松
市と静岡市の例をみただけでも様々であることが
分かる。特に浜松市で問題となった基準面積決定
は，地権者の権利制限でありその後の商業者の業
態開発等にも影響を与えることから，困難を伴う
が，ゾーニング規制の心臓部ともいえるものであ
り，避けては通れない。基準面積の決定は，商業
施設規模という面から当該政策によっていかなる
都市像を描こうとするのかということに関わるか
らである。今後のゾーニング規制の積み重ねや業
態研究の成果によって適切な基準面積を見いだし
ていく必要があろう。両市ともに幹線道路沿いに
ついては緩和措置を設けている。これは，ゾーニ
ング規制を地域社会に受け入れさせるための政治
的配慮であろうが，その結果，ゾーニング規制の
効果が損なわれることはないのか，検討の余地が
ある。
今後，地方自治体が様々な形で大規模商業開発
を規制していく際，一つの有力な手段としてゾー
ニング規制は考慮されるべきであるが，何を目的
として実施するのか，その目的いかんでゾーニン
グ規制も多様な姿をもちうるように思われる。
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注
１）日本経済新聞社（２００６）を参考に分類した。
２）浜松市の中心市街地衰退の原因としては，郊外部での
大型店出店だけでなく，バブル崩壊後の支店つまりオ
フィス撤退や，工場拡張に伴う郊外移転により従業員
世帯が都心部から離れていったことが指摘されている。
３）浜松市（２００７）。
４）人口集中地区（DID）は，人口密度が４０００人/km２以
上の基本単位区が隣接していることとその隣接した地
域の人口の合計が国勢調査時に５０００人以上の地域の
ことである。
５）静岡方式については次の資料を参照されたい。川野
（２０１４）。
６）静岡市（２０１２）。および静岡市（２０１３）。
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